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上 田 秀 明
2013 年 3 月 14 日に、国連人権理事会において、普遍的・定期的レ
ビュー (Universal Periodic Review、略してUPR) の第 2回日本政府審査














そして、1948 年 12 月には、総会において世界人権宣言が採択され、そ
の後国連において様々な人権文書・条約が策定されてきた。
国連の機構としては、経済・社会理事会の下部組織として設置された人
権委員会 (Commission on Human Rights、略して CHR) が、人権に関す






たって議論され、1966 年に社会権規約 (A規約) と自由権規約 (B 規約)



































































( 1 ) これらの詳細については、上田秀明；「『人間の安全保障』の発展」、産大
法学第 44 巻第 2 号、及び上田秀明；「『保護する責任』の履行、リビアの事
例」産大法学第 45巻第 3・4号参照
( 2 ) ウィーン宣言及び行動計画は、国連文書 A/CONF. 157/23 参照
( 3 ) 国連事務総長の 1997 年の国連改革計画報告書 (国連文書 A/51/950) の




















これに基づき、2006 年 3 月の総会決議に基づき、6月までに総会の下部
















( 4 ) ミレニアム宣言仮訳は、外務省ホームページで、分野別外交>国連>国連
総会>ミレニアム総会、を参照
( 5 ) 首脳会議成果文書仮訳は、註 (4) と同様の外務省ホームページを参照
( 6 ) HRC の運営；人権委員会が年 6週間の開催であったのに比して、HRCは
少なくとも年 3 回、合計 10週間以上会合し、理事国の 3分の 1 の要請で特
別会合も開かれる。また、理事国は CHR の 53カ国に比して 47カ国となっ
たものの、地域代表の枠があり、任期 3年で再選 2 期までとなっている。日






して理事国にならなかった。オバマ政権に代わってからは 2009 年 6 月以来
理事国となった。
なお、従来の CHR の下の人権小委員会は、人権理事会諮問委員会に改組
され、規模も縮小 (専門会員 26名から 18名に) され、テーマ別に限定して
理事会へ助言するものとされた。
( 7 ) 上田秀明；前掲、「『保護する責任』の履行、リビアの事例」参照
6．普遍的・定期的レビュー
HRCにおいて新たに導入されたのが、普遍的・定期的レビュー (UPR)








UPR の手順としては、被審査国が 20ページ以内の政府報告 (National
Report) を提出し、OHCHRが、被審査国に関連する国際条約機関及び特
別手続きによる報告並びに関連する国連公用文書を編集した文書 (10


















(1) 日本は、2008 年 5月に第 1 回審査を受けた。その際には、死刑制
度、代替収容制度 (代用監獄)、慰安婦問題、外国人の差別問題、国内人
権機構、女性や児童の人権問題、人身取引対策等に関して各国から発言・











2008 年 10 月、自由権規約 (B 規約) 審査で委員会が取り上げた主な点
は、女子差別、死刑制度、代替収容制度 (代用監獄)、慰安婦問題
などであった。
2009 年 8 月、女子差別撤廃条約審査では被害者支援、任用・雇用、慰
安婦問題、個人通報制度などが取り上げられた。





なお、2013 年 4 月 30 日には、社会権規約 (A規約) 審査が、更に 5月
21・22 日には拷問等禁止条約の審査が予定されている。
註


























(2) UPR 第 2 回日本政府審査は、2012 年 10 月 31 日から 11 月 2 日に










































10 月 31 日の会合終了後、各国の発言をトロイカが整理し、作業部会報
告書のドラフトを作成した。11 月 2 日に作業部会としてこの報告書を採




( 9 ) 第 2 回審査の政府報告については、註 (7) と同様のHP参照、
また、HRC文書、A/HRC/WG. 6/14/JPN/1 ;National report submitted in
accordance with paragraph 5 of the annex to Human Rights Council
resolution 16/21−Japan 参照
(10) NGOなどの意見を要約した文書は、HRC文書 A/HRC/WG. 6/14/JPN/3 ;
Summary prepared by the Office of the High Commissioner for Human
Rights in accordance with paragraph 5 of the annex to Human Rights Council
resolution 16/21−Japan 参照
国連公用文書を編集した文書は、HRC 文書 A/HRC/WG. 6/14/JPN/2 ;
Compilation prepared by the Office of the High Commissioner for Human





度、日本は 2011 年 3 月には前回 UPR 審査の結果につき自主的にフォ
ローアップ状況を発表
② 今後とも市民社会との対話を重視
③ 国際社会の人権の保護・促進に積極的に取組み、HRC、第 3 委員会、
婦人の地位委員会での決議提案など人権促進の議論に貢献、二国間人権対
話により各国の人権状況の改善に寄与




















































日本は、2013 年 2 月〜3 月の第 22 回 HRC までに前述 8 の 174 の勧告
に対する回答を提出することが求められていたので、3月に文書で回答し




ローアップすることに同意する (accept to follow up)」、② ｢受け入れない
(not accept)」、③ ｢部分的にフォローアップすることに同意する (parti-







②は 26 でおもな勧告は (いずれも第 1 回審査の際にも受け入れていな
い)；自由権規約第 2 議定書 (死刑廃止) の締結；死刑モラトリアムの
導入や死刑制度の廃止等；慰安婦問題、







(14) 日本の回答は、HRC文書 A/HRC/22/14/Add. 1 ; Report of theWorking
Group on the Universal Periodic Review−Japan Addendum参照
10．人権理事会での結果文書の採択











各国の発言の後に FIDH (International Federation for Human Rights)、
アムネスティ・インターナショナル、セーブ・ザ・チルドレン、反差別国




















第 1回 UPR において 228 もの勧告がなされた。米国は、96 を受諾し、75
は部分的に受諾し、死刑問題など 57 については受諾を拒否した。他方の
極端なケースとしては北朝鮮で、第 1 回 UPR において 167 の勧告がなさ
れたのに対し、北朝鮮は、50 を即座に拒否し、117 について対応を検討の
上追って回答するとした。しかし北朝鮮は、その後全く対応していない。
このように HRC の活動を無視し続ける北朝鮮に対し、2013 年 3 月 21 日
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と考える。 (3 月 31 日記)
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